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千葉県銚子漁港事務所 



第１章  総   則 

 

第１条 適  用 

１ この特記仕様書は、土木工事共通仕様書【令和７年度版】でいう特記

仕様書で、本工事の施工に適用する。 

 ２ 本特記仕様書に定めない事項については、別に定める「土木工事共通

仕様書」、「漁港漁場関係工事共通仕様書（水産庁漁港漁場整備

部）」及び「港湾工事共通仕様書（国土交通省港湾局）」によるもの

とする。 

なお、本工事で適用する土木工事共通特記仕様書の詳細は別表に示

すとおりとする。 

 

第２条 工  期 

本工事の工期は、雨天、休日等を見込み、契約日の翌日から１５０日間と

する。 

 

第３条 作業区分 

本工事の作業区分は以下によるものとする。 

  作業区分      施  工  区  分 

  昼間作業 すべての工事 

  夜間作業 － 

  ただし、上記区分に変更を要する場合は監督職員の承諾を得るものとする。 

 

第４条 工事中の安全確保                    

 工事実施期間中、下記のとおり安全監視船を配置するものとする。 

  昼間作業  夜間作業       摘   要 

浚渫工 １隻 － 浚渫箇所 

 

第５条 難工事の指定について 

   本工事は、難工事として指定した工事である。 

 



第６条 週休 2日制適用工事（漁港漁場関係工事） 

  １ 本工事は週休 2日制適用工事（漁港漁場関係工事）である。 

  ２ 受注者は、現場閉所による週休 2日工事として取り組むこと。 

    なお、予定価格には 4週 8休達成相当の経費を補正している。 

  ３ 受注者が週休 2日交代制工事を希望するときは、受発注者間で協議し 

週休 2 日制交代工事に変更することができる。 

  ４ 週休 2 日制の実施にあたっては「週休 2日制工事（漁港漁場関係工事） 

試行要領（令和 7 年 10 月版）」に基づき行うこと。 

 

第７条 建設副産物 

１．共通事項 

１）「千葉県建設リサイクル推進計画２０１６ガイドライン」に基づき、

本工事に係る「再生資源利用計画書」及び「再生資源利用促進計画書」

を「コブリス・プラス」（旧「建設副産物情報交換システム（ＣＯＢＲ

ＩＳ）」）により作成し、施工計画書に含め各１部提出すること。また、

計画の実施状況（実績）については、「再生資源利用実施書」及び「再

生資源利用促進実施書」並びに「コブリス・プラス登録済確認書」を同

システムにより作成し、各１部提出すること。なお、これらの計画及び

実施状況の記録を工事完成後５年間保存すること。 

◎作成対象工事 

「再生資源利用計画書」及び「再生資源利用促進計画書」は請負金額が、

「再生資源利用実施書」及び「再生資源利用促進実施書」並びに「コブ

リス・プラス登録済確認書」は最終請負金額が１００万円以上の全ての

工事について建設資材の利用、建設副産物の発生・搬出の有無にかかわ

らず作成すること。なお、建設資材の搬入量又は建設副産物の搬出量が

一定規模以上となる場合は、法令等に基づき「再生資源利用計画書」又

は「再生資源利用促進計画書」を、それぞれ工事現場の見やすい場所に

掲示し、公衆の閲覧に供すること。 

２）「建設副産物の処理基準及び再生資材の利用基準」に基づき、建設副産

物の処理に先立ち、「建設副産物処理承認申請書」を作成し、監督職員

の確認を受け、同申請書を１部提出すること。なお、建設廃棄物の処理

を委託する場合は、収集運搬又は処分について許可業者と各々建設廃



棄物処理契約を締結し、「建設廃棄物処理委託契約書」を監督職員に提

示するとともに、同契約書の写しを同申請書に添付すること。建設副産

物の処理完了後速やかに、「建設副産物処理調書」を作成し、１部提出

するとともに、実際に要した処理費等を証明する資料（受入伝票、写真

等）を監督職員に提示し確認を受けること。 

３）建設廃棄物の処理に当たって、産業廃棄物管理票制度に基づく紙マニフ

ェスト方式による場合は、原則として複写式伝票の D 票及び E 票を提

示すること。また、電子マニフェスト方式による場合は、原則として廃

棄物の処理及び清掃に関する法律に基づき指定された情報処理センタ

ーが発行する当該工事のマニフェスト情報を提示すること。 

 

第８条 低入札価格調査制度 

  １）本工事は、低入札価格調査制度調査対象工事（以下、「調査対象工

事」という。）に該当した場合は、千葉県建設工事検査要綱（検査

の区分を規定）及び中間検査実施細則（中間検査実施区分を規定）

の定めに関わらず、中間検査の指定対象工事として中間検査を実施

する。 

  ２）調査対象工事の中間検査の実施は、「中間検査実施細則」に関わら

ず原則として２ヶ月に１回、隔月ごと及び主要工種を考慮し施工上

の変化点等で行うが、実施時期は監督職員が指定する。なお、検査

日及び検査監氏名は別途通知する。 

  



第２章  段 階 確 認 

 

第９条 段階確認 

１．受注者は、以下の工種の施工段階においては、段階確認を受けなければ   

ならない。この際、受注者は、工種、細別、確認の予定時期を監督職員に

書面により報告しなければならない。 

 ただし、段階確認の実施時期及び実施箇所は監督職員が定めるものと

する。 

種 別 細  別 施 工 段 階 

浚渫工 測量 施工前 

浚渫工 測量 施工完了時 

２．段階確認は該当工種の出来形確認及び技術的確認を行うものであり、給

付の対象とはしない。 

 

第３章 施   工 

 

第１０条 浚渫工 

１ 本工事は、航路の水深を確保するために水底土砂の浚渫を行う工事

である。 

２ 作業現場の土質条件、海象条件、周辺海域の利用状況等を考慮し 

て、安全かつ効率的な作業が可能な作業船を選定するものとする。 

３ 浚渫土砂の運搬先については、下記のとおりとする。 

・-4.0m 航路、-4.0m 泊地、-2.0m 航路 

（5km 先の排出海域に海洋投入処分） 

① 北緯 35 ﾟ 30' 28" 東経 140 ﾟ 29' 49"   

② 北緯 35 ﾟ 30' 16" 東経 140 ﾟ 29' 35" 

③ 北緯 35 ﾟ 30' 05" 東経 140 ﾟ 29' 49"  

④ 北緯 35 ﾟ 30' 16" 東経 140 ﾟ 30' 03" 



（別添海洋投入排出位置図参照） 

・-4.5m 航路（18km 先の海上養浜箇所に土砂投入） 

※詳細の投入箇所については、契約後に地元漁業協同組合と調整する

こととする。 

４ 本工事は、「海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律」の規定 

による廃棄物海洋投入処分許可を受けているため、許可条件を遵守す 

ること。 

 

第１１条 作業船の回航について 

  １ 作業船の回航は京浜港を基地港として片道の回航費（97浬）を計上 

している。 

船 種 数量 

グラブ浚渫船 9.0m3（普通地盤用）（スパッド式） 1隻 

土運船 650m3 2隻 

  ２ 作業船の回航は、当該港への出入港を書面等にて確認し、入出港が基 

地港と異なる場合については、監督職員と協議すること。 

  ３ 作業船の回航において、付属船の配備が必要となる場合は、回航許可 

書等により監督職員と協議すること。 

  ４ 回航に伴う確認請求は、原則として契約後最初に行う施工計画書の 

立案時に行うこと。 

   ５ 作業船の船団構成に変更が生じる場合は、監督職員と協議すること。 

 

第１２条 出来形管理 

 本工事における浚渫工の出来形管理は水深により管理（10m ピッチ）するも

のとする。 

 

第４章  そ の 他 

 
第１３条 設計図書 

設計図書については、契約後速やかに電子データで受注者に貸与する。 

（１）図 面：CAD データ（SXF(P21Ver.2)CAD 製図基準に準拠） 

（２）数量総括表：ＰＤＦデータ 

（３）特記仕様書（施工条件の明示含む）：Microsoft WORD データ 

 



第１４条  工事完成図 

工事完成図を下記により作成すること。 

 （１）CAD データ(SXF(P21Ver.2)CAD 製図基準に準拠) 

 （２）出来形（実測値）を記入すること。レイヤは監督職員と協議する。 

 

第１５条 環境省への提出書類について 

 本工事における海洋投入処分は令和 7年 5月 2日付け、許可番号 25-007 にて

許可されたものである。そのため、監視報告に添付する資料として、以下に示す

書類を電子データにて施工後に提出すること。 

 ・航跡図 

 ・排出確認済証 

 ・海洋投入排出報告書 

 ・廃棄物処理記録簿 

 ・海洋投入一覧表 

 

第１６条 施工環境監理者の配置について 

   １ 本工事は、施工環境監理者の配置を義務付けた工事である。 

２ 目的 

周辺海域の自然環境や水生生物の生息環境に配慮した施工を監理す

る者（以下「施工環境監理者」という。）に適正な技術者を配置する

ことにより、環境保全に配慮した円滑な施工を確保することを目的と

する。 

    ３ 施工環境監理者の業務内容 

     １）周辺海域の自然環境に対する検討 

     ２）周辺海域の水生生物の生息環境に対する検討 

     ３）関係期間との連絡調整 

    ４ 施工環境監理者の資格 

「技術士若しくは技術士補のうち水産部門（水産土木）の資格を有する

者又は、社団法人大日本水産会の行う水産工学技士（水産土木部門）認

定試験に合格し、水産工学技士として登録した者」と同等以上の能力と

経験を有する者とは、建設業法の１級土木施工管理技士又は２級土木施

工管理技士の資格を有し、且つ、次のいずれかを満たす者とする。 



（１）学校教育法による大学（短期大学を除く。）若しくは旧大学令によ

る大学において、水産学、土木工学、農業土木又は森林土木（以下、

「水産土木の指定学科」という。）の課程を修めて卒業した者で、

卒業後、水産土木の技術的業務に従事した期間を通算した期間（以

下、「水産土木業務の実務経験期間」という。）が２年以上に達す

る者、又は水産土木の指定学科以外の課程を修めて卒業した者で、

卒業後、水産土木業務の実務経験期間が４年以上に達する者 

（２）学校教育法による短期大学若しくは旧専門学校令による専門学校

において、水産土木の指定学科の課程を修めて卒業した者で、卒業

後、水産土木業務の実務経験期間が４年以上に達する者、又は水産

土木の指定学科以外の課程を修めて卒業した者で、卒業後、水産土

木業務の実務経験期間が６年以上に達する者 

（３）学校教育法による高等学校若しくは旧中等学校令による中等学校

において、水産土木の指定学科の課程を修めて卒業した者で、卒

業後、水産土木業務の実務経験期間が６年以上に達する者、又は

水産土木の指定学科以外の課程を修めて卒業した者で、卒業後、

水産土木業務の実務経験期間が８年以上に達する者 

（４）上記（１）から（３）以外の者で、水産土木業務の実務経験期間

が１０年以上に達する者（注）水産土木業務とは、水産土木事業

の計画、調査、設計、施工管理及び維持管理等の技術的業務をい

う。 

     ５ 施工環境監理者の専任 

原則として施工環境監理者は専任とする。但し、密接な関係にある二件以

上の工事を同一又は近接した場所で施工する場合は、兼任できるものと

する。また、主任技術者、監理技術者、現場代理人と兼務できるものとす

る。 

     ６ 実施体制の表示 

施工計画書に施工環境監理者の氏名及び該当する資格を記載するものと

し、これに変更が生じた場合には、遅滞なく書面により監督職員にその旨

を届けるものとする。 

７ 資格証明書の携行 

施工環境監理者は工事現場内において、工事名、工期、顔写真、所属会



社名及び社印の入った資格証明書を携行することとする。 

 

第１７条 専任特例２号の場合の監理技術者配置 

１．本工事において、建設業法第２６条第３項第２号（以下「専任特例 

２号」という。）による場合の監理技術者の配置を行う場合は、以 

下の要件を全て満たさなければならない。 

（１）当該工事現場に監理技術者の行うべき職務を補佐するもの（以

下「監理技術者補佐」という。）を専任で配置すること。 

（２）監理技術者補佐は、主任技術者の資格を有する一級施工管理技

士補又は一級施工管理技士等の国家資格者、学歴や実務経験

により監理技術者の資格を有する者であること。なお、監理

技術者補佐の建設業法第２７条の規定に基づく技術検定種目

は、監理技術者に求める技術検定種目と同じであること。 

（３）監理技術者補佐は所属建設業者（受注者）と直接的かつ恒常的

な雇用関係にあること。 

（４）同一の専任特例２号の場合の監理技術者が配置できる工事の数

は、本工事を含め同時に２件までとする。 

（５）監理技術者として職務を適正に遂行するため、当該工事の内容

に応じ、兼務する工事が以下の範囲にあること。 

①土木工事の場合 兼務する工事が千葉県内にあること 

※河川工事の場合は、兼務する工事が沿川市町村内にあること 

②建築工事、建築設備工事等の場合 兼務する工事が千葉

県、埼玉県、東京都、神奈川県、茨城県の都県内にあるこ

と 

（６）監理技術者は、施工における主要な会議への参加、現場の巡

回及び主要な工程の立会等の職務を適正に遂行しなければな

らない。 

（７）監理技術者と監理技術者補佐との間で常に連絡が取れる体制

であること。 

（８）監理技術者補佐が担う業務等について、明らかにすること。 

（９）監理技術者は、維持工事を兼務することは出来ない。なお、

ここでの維持工事とは、通年維持工事等（24 時間体制での応



急処理工や緊急巡回等が必要な工事）をいう。 

２．専任特例２号による監理技術者を配置する場合は、主任技術者等兼任

届及び前項各号について確認できる書類を提出すること。 

３．本工事において、専任特例２号による監理技術者及び監理技術者補佐

の配置を行う場合又は配置を要さなくなった場合は適切にコリンズ

（ＣＯＲＩＮＳ）への登録を行うこと。 

 

第１８条 ウィルス対策 

  受注者は、電子納品時のみならず、監督職員と工事に関する事項に関する事 

項について電子データを提出する際には、ウィルス対策を実施した上で提出 

しなければならない。 

 

第１９条 付則 

仕様書に定めのない事項や内容に疑義が生じた場合には、監督職員と協議 

して処理するものとする。 

  



特記仕様書別表 詳細は土木工事共通特記仕様書 第２章 選択編をご参照ください 

条 条目 適用(不要項目に二重取消線) 

第２－１条 電子納品 
・該当する（副本登録する） 

・該当する（副本登録しない） 

第２－２条 工事監督支援業務の担当技術者 
・該当する 

・該当しない 

第２－３条 

建設工事に係る資材の再資源化

等に関する法律（建設リサイク

ル法） 

・該当する 

・該当しない 

第２－４条 難工事の指定 ・特記仕様書による 

第２－５条 「三者会議」の実施 
・該当する 

・該当しない 

第２－６条 
熱中症対策に資する現場管理費

の補正の試行工事 

・該当する 

・該当しない 

第２－７条 快適トイレ 
・該当する 

・該当しない 

第２－８条 週休２日制適用工事 ・特記仕様書による 

第２－９条 遠隔臨場 

・発注者指定型 

・発注者指定型以外 

・該当しない 

第２－１０条 
ＩＣＴ活用工事 

※右表に対象工種を記載 

・該当する 

対象工種： 

・該当しない 

第２－１１条 

現場打ちの鉄筋コンクリート構

造物におけるスランプ値の設定

等 

・該当する 

・該当しない 

 


